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《Ⅰ 本報告書の範囲及び目的》

《１．本報告書の範囲》

１．本報告書は、財務諸表監査に係る監査調書の作成に関する実務上の指針を提供するものである。

付録には、他の監査基準報告書における文書化に関する特定の要求事項を一覧にしている。本報

告書以外に他の監査基準報告書や監査実務指針が監査調書に関する要求事項を定めている場合に

は、本報告書を当該報告書等に併せて適用する。なお、法令等により、監査調書に関する追加的な

要求事項が定められている場合がある。

《２．監査調書の内容及び目的》

２．本報告書の要求事項及び他の監査基準報告書の文書化に関する特定の要求事項を満たす監査調

書は、以下の証拠を提供する。

(1) 監査人の総括的な目的の達成に関する監査人の結論についての基礎となる証拠（監査基準報

告書200「財務諸表監査における総括的な目的」第10項参照）

(2) 一般に公正妥当と認められる監査の基準及び適用される法令等に準拠して監査計画を策定し

監査を実施したという証拠

３．監査調書を作成する目的には、以下の事項が含まれる。

(1) 監査計画を策定する際及び監査を実施する際の支援とすること。

(2) 監査責任者が、監査基準報告書220「監査業務における品質管理」第29項から第34項に従って、

指揮、監督及び査閲を実施する際の支援とすること。

(3) 実施した作業の説明根拠にすること。

(4) 今後の監査に影響を及ぼす重要な事項に関する記録を保持すること。

(5) 監査に関する品質管理基準、品質管理基準報告書第２号「監査業務に係る審査」及び品質管理

基準報告書第１号「監査事務所における品質管理」A135項に準拠し、監査業務に係る審査、審査

ではない他の形式の業務のレビュー及び監査事務所の品質管理システムにおけるモニタリング

活動を可能にすること（監基報220第２項参照）。

(6) 法令等に基づき実施される外部による検査の実施を可能にすること。

《３．本報告書の目的》

４．本報告書における監査人の目的は、以下の事項を提供する監査調書を作成することである。

(1) 監査報告書を発行するための基礎を得たことを示す、十分かつ適切な記録

(2) 一般に公正妥当と認められる監査の基準及び適用される法令等に準拠して監査計画を策定し

監査を実施したことを示す証拠

《４．定義》

５．本報告書における用語の定義は、以下のとおりとする。

(1) 「監査調書」－実施した監査手続、入手した関連する監査証拠及び監査人が到達した結論の記

録をいう。

(2) 「監査ファイル」－紙媒体、電子媒体等に記録された特定の監査業務に関する監査調書を取り
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まとめたファイルをいう。

(3) 「経験豊富な監査人」－監査実務の経験を有し、以下の事項について相当程度理解している監

査事務所内又は監査事務所外の者をいう。

① 監査のプロセス

② 一般に公正妥当と認められる監査の基準及び適用される法令等

③ 企業の事業内容に関連する経営環境

④ 企業の属する産業における監査及び財務報告に関する事項

《Ⅱ 要求事項》

《１．適時な監査調書の作成》

６．監査人は、適時に監査調書を作成しなければならない（A1項参照）。

《２．実施した監査手続及び入手した監査証拠の文書化》

《(1) 監査調書の様式、内容及び範囲》

７．監査人は、経験豊富な監査人が、以前に当該監査に関与していなくとも以下の事項を理解でき

るように、監査調書を作成しなければならない（A2項からA5項、A16項及びA17項参照）。

(1) 一般に公正妥当と認められる監査の基準及び適用される法令等に準拠して実施した監査手続

の種類、時期及び範囲（A6項及びA7項参照）

(2) 監査手続を実施した結果及び入手した監査証拠

(3) 監査の過程で生じた重要な事項とその結論及びその際になされた職業的専門家としての重要

な判断（A8項からA11項参照）

８．監査人は、実施した監査手続の種類、時期及び範囲の文書化において、以下の事項を記録しなけ

ればならない。

(1) 手続を実施した項目又は対象を識別するための特性（A12項参照）

(2) 監査手続を実施した者及びその完了日

(3) 査閲をした者、査閲日及び査閲の対象（A13項参照）

９．監査人は、経営者、監査役若しくは監査役会、監査等委員会又は監査委員会（以下、監査役若し

くは監査役会、監査等委員会又は監査委員会を「監査役等」という。）及びその他の者と重要な事

項について協議した場合には、重要な事項の内容、協議を実施した日及び協議の相手方等につい

て文書化しなければならない（A14項参照）。

10．監査人は、重要な事項に関する結論を形成する過程において、矛盾した情報を識別した場合に

は、監査人がどのようにその矛盾した情報に対応したかについて、文書化しなければならない（A15

項参照）。

《(2) 要求事項に代替する手続の実施》

11．監査人は、例外的な状況において、監査基準報告書における要求事項に代えて代替的な監査手

続が必要と判断した場合には、実施された代替的な監査手続がどのようにその要求事項の目的を

達成したかということ及びその理由を文書化しなければならない（A18項及びA19項参照）。
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《(3) 監査報告書日後に認識した事項》

12．監査人は、例外的な状況において、監査報告書日後に新たに若しくは追加的に監査手続を実施

する場合、又は新たな結論を導き出す場合、以下の事項を文書化しなければならない（A20項参照）。

(1) 発生した状況の内容

(2) 新たに又は追加的に実施した監査手続の内容、その結果入手した監査証拠、到達した結論及

びそれらが監査報告書に及ぼす影響

(3) 監査調書に追加・変更を実施した者及び実施日並びにそれらを査閲した者及び査閲日

《３．監査ファイルの最終的な整理》

13．監査人は、監査報告書日後、適切な期限内に、監査ファイルにおける監査調書を整理し、監査フ

ァイルの最終的な整理についての事務的な作業を完了しなければならない（A21項及びA22項参照）。

14．監査人は、監査ファイルの最終的な整理が完了した後、その保存期間が終了するまで、いかなる

監査調書であっても、削除又は廃棄してはならない（A23項参照）。

15．監査ファイルの最終的な整理が完了した後に、第12項で想定されている状況を除いて、既存の

監査調書の修正又は新たな監査調書の追加が必要となった場合には、その修正や追加の内容にか

かわらず、監査人は、以下の事項を文書化しなければならない（A24項参照）。

(1) 修正又は追加が必要となった具体的理由

(2) 修正又は追加を実施した者及び実施日並びにそれらを査閲した者及び査閲日

《Ⅲ 適用指針》

《１．適時な監査調書の作成》（第６項参照）

A1．監査人が、監査調書を十分かつ適切な記録として適時に作成することにより、監査業務の品質

が向上し、監査報告書の発行前に入手した監査証拠及び到達した結論を適切に査閲し、評価する

ことが可能となる。

なお、監査手続の実施から時間が経過した後で作成される監査調書は、手続実施時に適時に作成

される監査調書に比べ正確でない場合がある。

《２．実施した監査手続及び入手した監査証拠の文書化》

《(1) 監査調書の様式、内容及び範囲》（第７項参照）

A2．監査調書の様式、内容及び範囲は、以下の事項を考慮して決定する。

(1) 企業の規模や複雑性

(2) 実施した監査手続の種類

(3) 識別した重要な虚偽表示リスク

(4) 入手した監査証拠の重要性の程度

(5) 発見事項の内容及び重要性の程度

(6) 実施した作業結果や入手した監査証拠等の記録のみでは容易に結論が読み取れない場合にお

ける、結論や根拠を文書化する必要性

(7) 使用した監査の手法及び監査ツール
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A3．監査調書は、通常、紙媒体、電子媒体等で記録される。監査調書には、例えば以下のものが含ま

れる。

・ 監査手続書

・ 分析表

・ 監査上検討した事項の説明

・ 重要な事項の要約

・ 確認状や経営者確認書

・ チェックリスト

・ 重要な事項に関するやりとりを示した文書（電子メールを含む。）

また、監査人は、重要な契約書や覚書といった企業の記録の抜粋又はコピーを監査調書の一部とし

て含めることができる。しかし、監査調書は、企業の会計記録の代用とはならないことに留意する。

A4．監査人は、作成途中の財務諸表や監査調書の草稿、結論に至っていない考えや予備的な考えを書

いたメモ、字句のみを修正した場合の元の文書、重複した文書等を監査調書に含める必要はない。

A5．監査人は、監査調書に含まれている情報を明瞭にするために口頭による説明を行うことができ

るが、それのみでは、監査人が実施した作業又は到達した結論に対する十分な裏付けとすること

はできない。

《一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠した監査調書》（第７項(1)参照）

A6．基本的には、本報告書の要求事項に従うことにより、状況に応じた十分かつ適切な監査調書を

作成することができる。他の監査基準報告書には、特定の状況において本報告書の適用を明確化

することを意図した文書化に関する特定の要求事項を含むことがある。他の監査基準報告書が示

す文書化に関する特定の要求事項により、本報告書の適用が限定されるものではない。さらに、

他の監査基準報告書において文書化に関する特定の要求事項が記載されていない場合であっても、

監査調書を作成しなくてよいということではない。

A7．監査調書は、監査が一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施されたという証拠

を提供するものである。しかしながら、監査人が、監査において検討された事項又は職業的専門

家としての判断の全てを文書化することが必要であるわけではなく、実務的でもない。さらに、

監査人は、監査ファイルに含まれる文書により、個々の監査基準報告書における要求事項に従っ

ていることが示されているのであれば、別途、チェックリストなどにより要求事項に従っている

ことを文書化する必要はない。例としては以下のような事項がある。

(1) 十分に文書化された監査計画は、監査人が監査計画を策定したことを示している。

(2) 署名若しくは記名押印又は電子署名された監査契約書は、監査人が経営者又は適切な場合に

は監査役等と合意したということを示している。

(3) 適切に作成された限定付適正意見の監査報告書は、監査人が一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して特定の状況に応じて限定付適正意見を表明するため、監査基準報告書の要

求事項に従ったということを示している。

(4) 一般的に、監査の開始から終了まで適用される要求事項に従ったことが監査ファイルにおい

て様々な方法で示されている。
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－ 例えば、監査人の職業的専門家としての懐疑心を文書化する方法は一つではない。しかし、

監査調書が、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査人が職業的専門家とし

ての懐疑心を保持していたという証拠を提供することがある。例えば、会計上の見積りに関し

て、入手した監査証拠にアサーションを裏付ける証拠と矛盾する証拠の両方が含まれる場合、

監査調書には、入手した監査証拠の十分性と適切性に関する結論を出す際の職業的専門家と

しての判断を含め、監査人がどのように当該証拠を評価したかが含まれることがある。

－ 同様に、監査基準報告書220「監査業務における品質管理」第29項において、監査責任者が

監査チームへの指揮、監督及び作業の査閲に対する責任を負うということは、監査調書の中の

多くの方法により示されることがある。これには、監査チームの討議へ参加のように、監査責

任者の監査への十分かつ適切な関与を裏付けることについての文書化が含まれる。

《重要な事項及び関連する職業的専門家としての重要な判断の文書化》（第７項(3)参照）

A8．監査人は、重要な事項であるか否かの判断に際して、事実と状況を客観的に分析する必要があ

る。重要な事項には、以下のものが含まれる。

(1) 特別な検討を必要とするリスクを生ずる事項（監基報315第11項(10)参照）

(2) 監査手続を実施した結果、財務諸表において重要な虚偽表示の可能性を示す事項、又は当初

の重要な虚偽表示リスクの評価やその対応を修正する必要性を生じさせる事項

(3) 監査手続の実施に重大な支障を来した状況

(4) 監査意見に影響を与える可能性がある、又は監査報告書に強調事項を含めることとなる可能

性がある発見事項

A9．重要な事項の監査調書の様式、内容及び範囲の決定において重要となる要素として、監査手続

の実施及び結果の評価における職業的専門家としての判断の程度がある。職業的専門家としての

重要な判断について文書化することにより、監査人の結論を説明するため、また当該判断の質を

高めるために役立つ。これらの事項は、監査調書の査閲に責任を有する者にとって、特に関心の

ある事項となる。次年度以後の監査において、例えば、会計上の見積りの遡及的な検討の実施の

ように、継続的に重要な事項を検討する場合も含まれる。

A10．重要な事項であり、かつ、重要な判断であるため、第７項により、職業的専門家としての判断

の行使に関して監査調書を作成することが適切である状況には、例えば以下の事項が含まれる。

(1) 要求事項として、一定の情報又は要素について監査人が「考慮しなければならない」と記載さ

れており、かつ、特定の業務の関連でその考慮が重要である場合には、監査人の結論の論理的根

拠

(2) 経営者による主観的な判断における合理性に関する監査人の結論の根拠

(3) 会計上の見積り及び関連する注記事項が、適用される財務報告の枠組みに照らして合理的で

あるか虚偽表示であるかに関する監査人の評価の根拠

(4) ある記録や証憑書類が真正でないと疑われる状況を識別し、更に専門家の利用や第三者への

直接確認といった調査の手続を行った場合、記録や証憑書類の真正性についての監査人が結論

を表明するための根拠

(5) 監査基準報告書701「独立監査人の監査報告書における監査上の主要な検討事項の報告」第17
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項に従い、監査上の主要な検討事項となるかどうかの決定の根拠及び報告すべき監査上の主要

な検討事項がないと判断した場合の根拠

A11．監査人が、識別した重要な事項やその対応、又はこれらを記載した監査調書への参照を記録し

た要約を作成することは有用である。このような要約は、とりわけ、大規模で複雑な監査におい

て、効果的かつ効率的な監査調書の査閲及び監査業務の定期的な検証を容易にする。さらに、要

約を作成することは、重要な事項に関して監査人が考慮する際に有用である。また、実施した監

査手続及び到達した結論に照らして、監査人の総括的な目的の達成を阻害するような、監査人が

達成することができない個々の監査基準報告書の目的が存在するかどうかについて考慮すること

に役立つことがある。

《(2) 手続を実施した項目又は対象並びに実施者及び査閲者の識別》（第８項参照）

A12．手続を実施した項目又は対象を識別するための特性を記録することは、いくつかの目的に役立

つことになる。例えば、実施した作業内容を明らかにすることや、例外的な事項又は整合性が取

れない事項の検討を効率的に行うことができるようになる。

手続を実施した項目又は対象を識別するための特性は、監査手続の種類とその項目又は対象に

よって異なり、例えば以下のようなものとなる。

(1) 注文書に対し詳細テストを実施する場合は、選定した注文書の日付及び注文番号

(2) ある母集団から一定金額を超える全ての項目を選定又はレビューする手続の場合は、手続の

範囲及び対象とした母集団（例えば、仕訳帳にある100万円を超える全ての仕訳）

(3) 系統的抽出法を実施する場合は、選定した母集団が記録されている資料、開始点及びサンプ

リング間隔（例えば、出荷報告書の抽出において４月１日から９月30日までの出荷記録から

12345番の書類を開始点として125番間隔で選択）

(4) 質問を実施する場合は、日付、対象者及び役職名

(5) 観察を実施する場合は、対象としたプロセス又は事象、関係者とそれぞれの責任、場所及び日

時

A13．監査基準報告書220第29項から第34項では、監査調書についての要求事項が含まれている。監

査調書の査閲の記録は、必ずしも個々の監査調書に行う必要はないが、誰がいつどの監査手続を

査閲したかを文書化することが求められている。

《経営者、監査役等及びその他の者との重要な事項についての協議の文書化》（第９項参照）

A14．監査調書には、監査人による記録だけではなく、企業が作成し、監査人が確認した議事録等の

文書が含まれることがある。

なお、監査人が重要な事項について協議するその他の者には、企業構成員、経営者の利用する外

部の専門家等が含まれることがある。

《矛盾した情報への対応についての文書化》（第 10 項参照）

A15．矛盾した情報への対応に関して文書化する際は、必ずしも不正確な文書や修正前の文書を残す

ことを要しない。
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《小規模企業に特有の考慮事項》（第７項参照）

A16．小規模企業の監査における監査調書は、大規模企業の監査におけるものよりも一般的に範囲が

狭い。例えば、監査責任者が全ての監査手続を実施するような監査の場合、監査調書には監査チ

ームのメンバーに周知若しくは指示すること、又は当該チームの他のメンバーによる査閲の証拠

を提供することのみを目的に文書化されるような事項（例えば、監査チーム内の討議又は監督に

関する監査調書）は含まれない。しかし、監査調書は、規制その他の目的のために、外部の関係者

による審査及び監査業務の定期的な検証の対象となることがあるため、監査責任者は、第７項に

おける、経験豊富な監査人が理解することができる監査調書を作成しなければならないという基

本的な要求事項に従う。

A17．小規模企業の監査の場合は、監査調書の作成において、裏付けとなる他の監査調書との相互参

照を適切に付けた上で、一つの文書に監査の様々な側面を記録することが有用かつ効率的なこと

がある。小規模企業の監査において、一つにまとめて文書化される事項には、例えば、企業及び企

業環境、適用される財務報告の枠組み並びに企業の内部統制システムの理解、監査の基本的な方

針及び詳細な監査計画、監査基準報告書320「監査の計画及び実施における重要性」に従って決定

した重要性の基準値等、評価したリスク、監査の過程で気付いた重要な事項、並びに到達した結

論が含まれる。

《(3) 要求事項に代替する手続の実施》（第 11 項参照）

A18．監査基準報告書は、監査人がそれらに記載されている個々の目的を達成し、その結果、監査人

の総括的な目的を達成することができるように記載されている。したがって、監査人は、例外的

な状況を除き、監査基準報告書で記載されている個々の監査業務に関連する要求事項を遵守する。

A19．監査基準報告書200第21項に記載されている以下のいずれかに該当する場合に限り、個々の監

査業務にとって要求事項が関連しないため、要求事項を実施しない理由を文書化する必要はない。

(1) 特定の監査基準報告書がその監査業務に全く関連しない場合（例えば、企業が内部監査機能

を有していないときに、監査基準報告書610「内部監査人の作業の利用」における要求事項が関

連しない場合）

(2) 一定の条件の下で要求される事項であり、その監査業務に条件が合致しないため、要求事項

がその監査業務に関連しない場合（例えば、十分かつ適切な監査証拠を入手することができない

場合に除外事項付意見を表明しなければならないという要求事項について、そのような状況で

ない場合）

《(4) 監査報告書日後に認識した事項》（第 12 項参照）

A20．例外的な状況の例には、監査人が監査報告書日後に、監査報告書日現在に存在しており、その

時点で気付いていたとしたら、財務諸表を修正するか、又は監査報告書において除外事項付意見

を表明する可能性のある事実を知るところとなった場合が含まれる（監査基準報告書560「後発事

象」第13項参照）。その結果、追加・変更された監査調書は、監査基準報告書220第29項から第34項

の査閲に関する規定に基づき査閲される。
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《３．監査ファイルの最終的な整理》（第 13 項から第 15 項参照）

A21．監査に関する品質管理基準及び品質管理基準報告書第１号第31項(6)では、監査事務所の品質

管理システムにおいて監査報告書日後における監査調書の最終的な整理に関する品質目標を定め

ることを要求している。なお、監査ファイルの最終的な整理を完了する期限は、通常、監査報告書

日から60日程度を超えないものとされている。また、複数の監査報告書が発行された監査調書を

一つの監査ファイルに整理する場合には、発行される複数の監査報告書のうち、いずれか遅い監

査報告書日から60日程度を超えない期限内に監査ファイルの整理を完了することができるとされ

ている（品基報第１号A83項参照）。

A22．監査報告書日後に行う監査ファイルの最終的な整理は、事務的な作業であり、新たな監査手続

を実施したり、新たな結論を導き出すことを含まない。

しかし、事務的な作業の範囲である限り、最終的な整理の段階で監査調書に変更を加えることも

できる。

そのような変更には、例えば、以下の事項が含まれる。

(1) 差し替えられた修正前の文書の削除や廃棄

(2) 監査調書を分類したり、順序をそろえたり、リファレンス（参照番号）を付ける作業

(3) 監査人が監査報告書日前に入手し、監査チームメンバーと討議して合意した監査証拠を文書

化する作業

(4) ファイル整理の手続に関する完了チェックリストへのサイン

A23．監査に関する品質管理基準及び品質管理基準報告書第１号第31項(6)では、監査事務所の品質

管理システムにおいて、監査事務所自らの必要性を満たし、また法令等、職業倫理に関する規定

及び職業的専門家としての基準を遵守するため、監査調書の適切な維持及び保存に関する品質目

標を定めることを要求している。なお、監査調書の保存期間としては会社法上の会計帳簿に関す

る保存期間（10年）が参考となるが、状況によっては、この保存期間よりも短い保存期間が適当で

あるとすることもある。また、監査事務所等の責任について係争中であるような場合には、これ

よりも長い保存期間が適当であるとすることもある（品基報第１号A85項参照）。

A24．監査ファイルの最終的な整理が完了した後に、監査調書の修正又は追加が必要となる状況の例

には、モニタリング活動又は外部の関係者が実施する検証の指摘により、監査調書を明瞭に記載

することが必要となった場合がある。

《Ⅳ 適用》

・ 本報告書（2011年12月22日）は、2012年４月１日以後開始する事業年度に係る監査及び同日以

後開始する中間会計期間に係る中間監査から適用する。

・ 本報告書（2015年５月29日）は、2015年４月１日以後開始する事業年度に係る監査及び同日以

後開始する中間会計期間に係る中間監査から適用する。

・ 本報告書（2019年２月27日）は、以下の時期から適用する。

－ 違法行為に関連する付録（監基報 250 への参照）は、2019 年４月１日以後開始する事業年

度に係る監査及び同日以後開始する中間会計期間に係る中間監査から適用する。

－ 監査上の主要な検討事項に関連する適用指針（A10 項（4））は、2021 年３月 31日以後終了



監基報 230

- 9 -

する事業年度に係る監査から適用する。ただし、2020 年３月 31日（米国証券取引委員会に登

録している会社においては 2019 年 12 月 31 日）以後終了する事業年度に係る監査から早期適

用することができる。

・ 本報告書（2019年６月12日）は、2020年４月１日以後開始する事業年度に係る監査及び同日

以後開始する中間会計期間に係る中間監査から適用する。ただし、2019年４月１日以後開始す

る事業年度に係る監査及び同日以後開始する中間会計期間に係る中間監査から早期適用する

ことができる。

・ 本報告書（2021年１月14日）は、以下の事業年度に係る監査等から適用する。

－ 会計上の見積りの監査に関連する適用指針（A7 項及び A10 項）は、2023 年３月 31 日以後終

了する事業年度に係る財務諸表の監査及び 2022年９月に終了する中間会計期間に係る中間財

務諸表の中間監査から実施する。ただし、それ以前の決算に係る財務諸表の監査及び中間会計

期間に係る中間財務諸表の中間監査から実施することを妨げない。

－ 上記以外の改正は、2022 年３月 31日以後終了する事業年度に係る監査から適用する。ただ

し、2021 年３月 31 日以後終了する事業年度に係る監査から早期適用することができる。

・ 本報告書（2021年６月８日）は、2023年３月31日以後終了する事業年度に係る財務諸表の監査

及び2022年９月に終了する中間会計期間に係る中間財務諸表の中間監査から実施する。ただし、

それ以前の決算に係る財務諸表の監査及び中間会計期間に係る中間財務諸表の中間監査から実

施することを妨げない。

・ 本報告書（2021年８月19日）は、2021年９月１日から適用する。

・ 本報告書（2022年６月16日）は、2023年７月１日以後開始する事業年度に係る財務諸表の監査

及び同日以後開始する中間会計期間に係る中間財務諸表の中間監査から適用する。なお、公認会

計士法上の大規模監査法人以外の監査事務所においては、2024年７月１日以後に開始する事業

年度に係る財務諸表の監査及び同日以後開始する中間会計期間に係る中間財務諸表の中間監査

から適用する。ただし、それ以前の決算に係る財務諸表の監査及び中間会計期間に係る中間財務

諸表の中間監査から適用することを妨げない。なおその場合、品質管理基準委員会報告書第１号

（2022年６月16日）、品質管理基準委員会報告書第２号（2022年６月16日）及び監査基準委員会

報告書220（2022年６月16日）と同時に適用する。

・ 本報告書（2023年１月12日）は、2024年４月１日以後開始する事業年度に係る財務諸表の監査

及び同日以後開始する中間会計期間に係る中間財務諸表の中間監査から適用する。また、公認会

計士法上の大規模監査法人以外の監査事務所においては、2024年７月１日以後に開始する事業

年度に係る財務諸表の監査及び同日以後開始する中間会計期間に係る中間財務諸表の中間監査

から適用する。ただし、それ以前の決算に係る財務諸表の監査及び中間会計期間に係る中間財務

諸表の中間監査から適用することを妨げない。その場合、品質管理基準委員会報告書第１号「監

査事務所における品質管理」（2022年６月16日）、品質管理基準委員会報告書第２号「監査業務に

係る審査」（2022年６月16日）及び監査基準委員会報告書220「監査業務における品質管理」（2022

年６月16日）と同時に適用する。なお、2022年６月16日付けで改正された品質管理基準に関する

事項は、品質管理基準委員会報告書第１号（2022年６月16日）、品質管理基準委員会報告書第２

号（2022年６月16日）及び監査基準委員会報告書220（2022年６月16日）と同時に適用する。
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以  上

・ 本報告書（2022 年 10 月 13 日改正）は、次の公表物の公表に伴う修正を反映している。

－ 監査基準報告書（序）「監査基準報告書及び関連する公表物の体系及び用語」（2022 年７月

21 日改正）

・ 本報告書（2023 年１月 12 日改正）は、次の公表物の公表に伴う修正を反映している。

－ 監査基準報告書 600「グループ監査における特別な考慮事項」（2023 年１月 12日改正）
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《付録 他の監査基準報告書における文書化に関する特定の要求事項》（第１項参照）

本付録は、文書化に関する特定の要求事項を含む他の監査基準報告書を一覧にしたものである。

この一覧は、他の監査基準報告書における要求事項及び適用指針の検討に代わるものではない。

・ 監査基準報告書210「監査業務の契約条件の合意」-第８項

・ 監査基準報告書220「監査業務における品質管理」-第41項

・ 監査基準報告書240「財務諸表監査における不正」-第43項から第46項

・ 監査基準報告書250「財務諸表監査における法令の検討」-第29項

・ 監査基準報告書260「監査役等とのコミュニケーション」-第22項

・ 監査基準報告書300「監査計画」-第11項

・ 監査基準報告書315「重要な虚偽表示リスクの識別と評価」-第37項

・ 監査基準報告書320「監査の計画及び実施における重要性」-第13項

・ 監査基準報告書330「評価したリスクに対応する監査人の手続」-第27項から第29項

・ 監査基準報告書450「監査の過程で識別した虚偽表示の評価」-第14項

・ 監査基準報告書540「会計上の見積りの監査」-第38項

・ 監査基準報告書550「関連当事者」-第27項

・ 監査基準報告書600「グループ監査における特別な考慮事項」-第59項

・ 監査基準報告書610「内部監査人の作業の利用」-第22項

・ 監査基準報告書720「その他の記載内容に関連する監査人の責任」第24項

・ 監査基準報告書910「中間監査」-第33項から第35項

以 上


